
























































































1広告繰延資産 支出済 実施済 長　　期1広告棚卸資産 支出済 未実施 短　　期
コ「前払広告費 支出済 未実施 次　　期
1当期支払広告費 支出済 実施済 当　　期
1当期未払広告費1未支出 実施済 当　　期
2．資産に化体される広告費
　1．固定資産とされる広告費
　たとえ広告目的に支出Lた金額でも，その結果，有形固定資産を取得するよ
うな場合には，当該有形固定資産は長期にわたって広告効果を発揮するので，
支出時だげの費用とするこは許されない。当該固定資産が存続する全期閻（こ
れを耐用年数という）に，当該敢得価額を配分する必要がある。この手続が減
価償却（depriCiati㎝）で，減価賞却費だけが当期の費用とたり，課税所得の計
算上損金算入が認められる。
　ここに取得価額とは，他から購入Lた固定資産についてはその購入の代価を
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いい，自己の建設，製作，製造等に係る固定資産については，その建設，製作，
製造のための原材料，労務費および経費のほか，その固定資産の引取運賃，荷
役費，運送保険料，購入手数料，関税，据付費，その他これをその用途に供す
るために直接要した費用を含む。これらの金額の合計額が3万円以下の時は，
特例として費用処理することが許され乱
　固定資産を敢得した後においても，これに改良等をカロえた時は，資本的支出
とされ，当該取得価額に加算することが強制される。資本的支出とされる金額
は，当該支出によって固定資産の価額を増加させるか，耐用年数を延長させる
都分に見合う金額である。
　耐用年数や残存価額は，見積が困難であり，企業の自由に委ねたのでは課税
の均衡を保ちえないので，『減価償却資産の耐用年数等に関する省令』（昭和40
年3月31日大蔵省令第15号）により，耐用年数は以下のようにまた，残存価
額は一律に取得価額の10％と法定されてい飢取得価額から残存価額を控除
した金額が，減価償却すべき総額とな乱これを耐用年数中の各期問に配分す
る方法には，定額法と定率法がある。
a．定額法……各期間に一定額の償：却費を負担させる方法で，次の算式により
　年聞償却額を計算する。
　　　　　　　　　　取得価額一残存価額　　年減価償却費額＝　　　　　　　　　　　　　耐用年数
b．定率法一・修繕費のいらぬ初期に多額の償1却費を計上し，修繕費の要する
　後期に小額の償却費を計上し，総維持費を均衡させる方法で，次の算式によ
　り年聞償却額を計算する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　耐用年滅価償却額一未償却残高・（・箏轟騒）
　以下，費産の種類別に詳述してみよう。
（1）広告塔等（広告用構築物）
　広告塔には，aいわゆる広告塔，野立看板のように広告のために構築された
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構造物（麓物の屋上に特別に施設されたものを含む）と，b他の構築物：こ施設
された看板，その他の広告のための構築物をいい（個別通達r昭40直所4－
18』74），金属性のものは耐用年数20年，それ以外のものは耐用年数10年で
減価償1却を行なわなげればならない。
　なお，ネオンサインの広告塔については，ネオソサイン（ネオソ放電管および
これに付属する電気施設）ρ部分は，後述する（3）器具および備品のr看板およ
び広告器具」に掲げるネオ1■サイソの耐用年数3年を適用し，ネオン放電管が
取りつけられている鉄塔，木塔等は上記の耐用年数を適用し，また建物に附属
した造作金物は建物附属設備の耐用年数をそれぞれ適用する（同上通達151）。
（2）放送宣伝車（広告用車輔，運搬具）
　放送宣伝車とは，もっぱら放送宜伝の用に供されるような構造になっている
宣伝用の自動車をいうから，一般の貨物自動車や乗用自動車は，たとえ車体の
大部分に統一的た一定の色彩を塗装してこれに製品名または杜名を表示してい
るため実際に広告宣伝の効果をあげている場合でも，放送宣伝車には含まれな
い。この種の自動車は，鮒用年数5年，残存価額は敢得価額の10％で償：却す
る6
（3）看板，広告器具等（広告用器具および傭品）
a．看板，ネオソサイソ，気球は，耐用年数3年で賞却す私
　ここに看板と1芋，店頭におく備晶である看板をいう。野立看板は，前述のよ
うに構築物に含まれ，耐用年数20年または10年とされ，建物に定着した看板
は建物附属設傭に含まれ，耐用年数は金属製のものは18年，その他のものは
10年とされる（同上通達150）。
b．マネキン人形および模型は，耐用年数2年で償却する。
　染色見本（顧客の色，柄等の選択の用に咲するため，反物に一定の輻で数種
の見本柄が選色されているものおよび台紙に数種の見本柄が貼付されているも
のをいう）は・模型の耐用年数2年を使用する（同上通達152）。
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c．看板および広告器具のその他のものの5ち，主として金属製のものは耐用
　年数10年，その他のものは耐用年数5年で賞却する。
　「主として金属性のもの」または「その他のもの」のいずれに該当するかの
判定は，耐用年数に最も影響があると認められるフレームその他の主要穣造部
分の材質が金属製であるかど5かによって行なう（同上通達138）。
d．広告用の映画フィルム（スライドを含む）は鮒用年数2年で償却する。
　計算扮・・…たとえぱ，自杜製品を広告する目的で金属性の広告塔を建設し，
総工費100万円を要した場合，定率法で減価償1却を行5とすれぱ，初年度の償1
却費は，次のとおりとなる。法定残存価額は取得価額の10劣，法定耐用年数
は20年であるから年僕却率はユ0．9劣となり，
　　1，000，000×ユ0．9劣＝ユ09，000（円）
年聞減価償1却額は109，000円とな乱従って事業年度が半年の時は・その半額
の54，500円が減価償1却費の最高隈度とされる。
・2．繰廷資産とされる広告費
　既に広告代価の支払が完了したかまたは支払義務が確定し，これに対応する
広告役務の提供を受げたにもかかわらず，その広告効果が将来に発現する広告
費は，r将来の期閻に影響する広告費」と称す飢毎期の正しい損益を計算す
るためには，この種の広告費ば，支出年度の費用とせず，広告効果が発現する
年度に配分すべきである。このため，支出時には繰延資産とし各年度に賞却
手続により償1却費を費用言予上する方法がとられる。これが，広告費の繰延経理
である。広告費の繰延経理は，広告固定資産の会計と類似しているが，次の諸
、点において相違する。
a．広告固定資産では広告役務を受げておらず，従って費用はまだ発生してい
　ないが，広告繰延資産はすでに広告役務を受げ，従って費用は発生してい
　る。
b．広告固定資産では，広告役務の享受が明確であるため資産許上が強制され
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　るが，広告繰延資産では，広告役務の享受が不明確であるため資産計上は企
　業の自由である。
C．広告固定資産は，売却することにより換金することができるが，広告繰延
　資産は，売却したり換金することは出来ない。
d．広告固定資産は，比較的長期にわたって減価償1却がなされるが，広告繰延
　資産は，比較釣短期に償却がなされる。
　広告費は，その性質上，その大部分が将来の期剛こ影響する広告費となるが，
通常，税務会計上，繰延の対象とされるのは，開業費となる広告費，開発費と
なる広告費および宣伝車等の贈与代だげである。
　開業広告費および開発広告費ぱ，『法人税法施行令』（昭和40年3月31日政
令第97号）第14条を準用すれば，次のように定義することができる。
a．開業広告費……法人の設立後営業を開始するまでの間に開業準備のために，
　特別に支出する広告費
b．開発広告費……新たな技術もしくは新たな経営組織の採用，資源の開発，
　市場の開拓または新たな事業の開始のために特別に支出する広告費
　aおよびbとも，「特別に」とあるから，通常の経常的広告費は含まれず，
開業またば開発目的のために行たわれた特別キャソペーソに要した広告費でも，
広告部門の人件費や運営費等は，経常費となるから除外される。
　以上の条件に該当する場合でも繰延することは強制されず，繰延するか否か
は企業の自主的判断に委ねられている。Lかし，従来は，いったん繰延Lた場
合には，必ず次式により僕却範囲額が法定されており，これ以上に償却を行な
うと超過額は損金算入を否認されていた。
（簾綴支一轟鑑驚）・各事業繋の臓一償纐額
　つまり，4年間について均等償却することが強制されていたのであって，
r商法』（鯛治32年3月9目法律第蝿号，最終改正昭和41年6月14日法律第
83号）第286条の2および3が，「5年内均等額以上償却」を規定しているの
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と矛盾していた。ところが，昭和42年5月31日の税法改正で，広告繰延資産
の償1却は任意とされるに至ったので，事実上，商法規定に準じて償却がなされ
るようになったo
　なお，参考までに商法規定を付記しておげば，次のとおりである・
　第286条の2……r開業準備ノ為二支出シタル金額ハ之ヲ貸借対照表の資産
　　ノ部二計上スルコトヲ得此ノ場合二於テハ開業ノ後5年内二毎決算期二於
　　テ均等額以上ノ償1却ヲ為スコトヲ要ス」
　第286条の3一・r左ノ目的ノ為二特別二支出シタル金額ハ之ヲ貸借対照表
　　ノ資産ノ部二計上スノレコトヲ得此ノ場合二於テハ共ノ支出後5年内二毎決
　　算期二於テ均等額以上ノ償却ヲ為スコトヲ要ス
　　ー．新製品叉ハ新技術の研究
　　二．新技術叉ハ新経営組織の採用
　　三．資源ノ開発
　　四．市場ノ開拓」
　計算例……たとえぱ，新市場開拓のため大規模な広告キャソベーソを実施L・
そのために合計100万円を支払したとする。この場合には，全額を支出時の費
用とすることも，繰延資産とすることもできる。繰延資産とした時ぱ，年間20
万円以上を償1却することが商法上強制され，償1却費の全額が税法上損金算入を
認められる。
　3．資産とされるその他の広告費
　固定資産および繰延資産以外の資産とされる広告費には・次のものがある。
（1）チラシ等の未使用額
　広告目的に使用されるチラシ，カタログ，パソフレヅト，リフレット，ポス
ター，ノベルティ，雑誌，機関誌，案内書等を作成し，代金を支払っても，当
該チラシ等を未使用のまま手持ちしている時は，当該未使用分に楕当する金額
は，棚卸資産として敢扱われ，使用（発送または配布）時に始めて費用とされ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ072
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　しかし，昭和42年9月30日に施行された個別通達『特定の期問損益事項に
かかる法人税の敢扱について』（直法1－268）によって，広告宣伝物等のため
の印刷物等の費用は，特に異常な金額でない隈り，企業が毎期費用処理してい
る時は，税法上も損金算入を認めるよう改正されるに至った（1の（3）の口）。
　計算例……たとえば，広告用パソフレヅト100，000枚を作成し1，000，000円
を支払ったが・期末に実地棚卸を行なったところ40，000枚の使用残が存する
ことを知ったとすれば，
　　　　　　　　　60．000　　1，00C，0GOx　　　　　＝600，000（円）　　　　　　　　　100，000
当期の広告費は600，000円とされ，400，000円は損金算入を否認される。しか
し・未便用残も継続的に費用処理しておれば，400，000円についても異常でな
い隈り損金算入を認められる。
（2）製晶に化体した広告費
　工場で生産業務に付随して支出した広告費（たとえぱ，工場従業員の求人広
告費）は製造原価に算入される。製造原価に算入された広告費は，当該製品が
販売された時は，売上原価に算入されるが，期末に未販売のまま残留した時は，
製品原価に算入される。売上原価部分の広告費のみが，損金算入を認められる
ことは勿論である。
（3）前払広告費
　一定期問継続して広告を行なう場合，全期問の広告費を一時に前払しても，
そのうち当期の損金となりうるのは，期末日までの期間に対応する部分だけで，
期末日以降の期聞に対応する部分は資産（前払広告費）とされる。特定広告に
ついて，麦払はされたが，未だ広告が実施されていない金額も，同様である。
　計算例……11月1日より1月31目までの問毎日10回スポット広告する契
約で92万円を支払ったとすると，12月31日に終了する事業年度では，
　　　　　　　61　　920，C00x一一＝610，000（F王）　　　　　　　92
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損金に算入される広告費は610，000円で，310，000円は前払広告費とされる。
（4）その他の広告費
　上記以外の広告費とLては，共同広告費や作詩，作曲料の取扱が問題となる
が，次のように扱われるものと解される（小太刀秀嬢薯『販売促進費の税務』
税務経理協会，昭和37年7～8頁）。
a．関係会杜間等で広告宜伝費を分担する場合に、，その分担が適当であるかど
うか間題となることがあるが，これにも負担割合についての間題と負担するこ
と自体についての間題とがある。
　負担割合についての問題というのは，たとえぱ親子会杜で共同広告をしたよ
うな場合に，その費用の負担割合が相当であるかどうかの問題である。この場
合は，その広告宣伝の内容等からみて相当であるかどうかを判定することにな
るのであるが，実際問題としては，契約等で負担区分が明確であれぱ特に不当
でない隈り認めているものと思われる。
　次に負担したこと自体についての間題というのは，広告宣伝費の支出予想額
の一部を負担させる場合に，その負担額を広告宣伝費として認めるかどうか
の問題である。これは，たとえば，親会杜が子会杜の広告宣伝をも含めて広告
宜伝することとして，その支出予想額の一部をあらかじめ会杜に負担させる場
合（実費負担でたく，概算渡切とするようた場合），または製品等を販売する
際に一定額を広告宣伝費として負担させる場合等があるが・このような場合に
は，広告宜伝費として確定した金額を負担割合を定めて負担させるのではない
から，広告宣伝費の負担とはみられないだろ㌔
　従って，法人がその負担額を広告宣伝費として処理しても，税務上は寄附金
　（経費贈与）または取得価額（製品等の取得のための費用）等として敢扱われ
ることになると思われ飢ただ実際問題とすると，このような場合においても，
過去の実績等からみて実費と概算額とが殆んど同額であるとか，後日精算する
というようなことがあるから，個々に是否を判定する場合が出てくると思われ
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　なお，広告宣伝費を分担する場合には，上に述べたような間題があるから，
広告宣伝を行なう際にその費用（確定額）について，契約等で負担区分を明か
にLておくことが必要である。
b．協会等の同業種団体を通じて共同広告を行なう場合があるが，この場合そ
の分担金は原貝uとLて損金となる。ただし，その分担金が広告宜伝用の固定資
産を取得するための特別分担金である場合は，その分担金は繰延資産として5
年の償却期問で均等償1却しなげればならなくなるだろう。
C．製造会杜が自杜製品をテレビまたはラジオにより宣伝するためのコマーシ
ャルソ1■グの作詩，作曲料をそれぞれの専門家に支払う場合があるが・この場
合の作詩，作曲料は広告宣伝費とLて一時の損金になるのかどうか問題であろ
う。この点については，その支出の効果が将来にも及ぶから繰延資産とすべき
であるとの見解もあるが，その実体は広告宣伝費であるから・その作詩・作曲
を一定期間放送することが明らかである場合以外は，その支払が確定Lた時の
損金になると思われる。
3．広告用資産の贈与代の特例
　1．贈与側の繰延経理の方法
　前項の開業広告費および開発広告費の繰延は，『法人税法』だげでなく，r商
法』やr財務諸表規則』等の関係法令もすべて容認Lているが・r法人税法』
上だけ特別に繰延経理することが強制されているものがある。宜伝車等の贈与
代がこれで，r法人税法施行令』第14条第13項第9号の2によれぼ・
　「製晶等の広告宣伝の用に供する資産を贈与したことから生ずる費用」
は，繰延資産とされる。個別通達『昭34直法1－150』（昭37直審（法）55で
一都改正）は，一これを「自己の製品等の広告宣伝の用に供する固定資産を贈与
するために要した費用」と称L，次のように定義している（135）。
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　「自已の製品等の広告宜伝の用に供する園定資産を贈与するために要した費
用」とは，法人がその特約店等に対し自已の製品等の広告宜伝のため・広告宣
伝用の看板，ネオソサイソ，陳列だな等若しくは自動車等叉は興行用どん帳の
ような広告宣伝に適する固定資産を贈与した場合（その固定資産を取得するこ
とを条件として金銭を贈与した場合叉は贈与した固定資産の改良等に充てるた
めに金銭等その他を贈与した場合を含む）叉は著しく低い対価で譲渡した場合
において，その固定資産が贈与叉は譲渡した後においても当該法人の製品等の
広告宣伝の用に供されるときにおげる当該固定資産の取得価額（法人が自已
の用に供した後贈与した場合には，当該固定資産の贈与の時における価額とす
る）に相当する金額叉は当該固定資産の取得価額から譲渡価額を控除した金額
に相当する金額をいうものとする」
　解説してみれぱ，次の揚合が上記の条件に該当する。
a．贈与目的・・一法人が特約店等に自已の製品を広告宣伝するために贈与Lた
　場合
b．贈与対象……ω広告宜伝月ヨの看板，ネオソサイソ，陳列だな等を贈与Lた
　場合，け）自動車等や興行用どん帳等の固定資産を贈与した場合
c．贈与方法……（力上記の資産自体を贈与Lた場合，け）上記資産を取得するこ
　とを条件とLて金銭を贈与Lた場合，（ウ）上記の贈与資産を改良するために金
　銭等を贈与した場合，⇔上記資産を著しく低い対価で譲渡した場合
d．贈与金額・・一（力当該固定資産が贈与または譲渡した後において広告宣伝の
　用に供される時の取得価額，ビ）自已の用に供Lた後に贈与した蒔は贈与蒔の
　価頚・（功Cの㊥の時は当該固定資産から譲渡価額を控除した金額
　上記の条件のうち最も問題と愈るのは，bの贈与対象であるので，これにつ
いても少し詳述してみよう。
e．広告宜伝用自動車等の意義
　広告宣伝用自動車等とは，次に掲げるものをいう（同上通達136の2）。
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　（力　もっぽら広告宣伝の用に供されるような構造になっている宣伝用の自動
　　車
　（イ）上の（ア）以外の自動車および自動三輸車，自動二輸車もしくは自転車で，
　　その車体の大都分を統一的な一定の色彩を塗装してこれに製品名または杜
　　名を表示することにより，その費用を負担した法人の製品または杜名の広
　　告宣伝を目的としていることが明らかなもの。ただL，相当の期間，その
　　色彩の塗装替えまたは譲渡をすることができないこととされているものに
　　限る。
b．広告宣伝用陳列だな等の意義
　広告宣伝用陳列だた等とは次に掲げるものをいう（同上通達136の3）。
　ω　器具または備品である陳列だなおよび陳列ケースで，製造業老等の製品
　　または杜名の広告宣伝を目的としていることが明らかなもの。
　け）店舗用建物の主要部分の増改築を伴わない，建物の一部を構成する陳列
　　だなおよび陳列ケースで・特約店等の店舗を一定の規格に改装し，または
　　一定の色彩に統一すること等により，その費用を負担した法人の製品名ま
　　たは杜名の広告宣伝を目的としていることが明らかなもの。ただし，相当
　　の期間，その色彩の塗装替えまたは構造の変更ができないこととされてい
　　るものに限る。
　（ウ）容器，冷蔵庫で製造業老等の製品名または杜名の広告宣伝を目的とLて
　　いることが明らかなもの。
　上で詳述した金額は，広告宣伝の用に供する固定資産の本来の耐用年数の
7「丁に相当する年数（その年数が5年をこえる場合には5年）について，均等
額償却する時は，当該償却額は所得の計算上損金に算入される。
　計算例……たとえぱ，自杜製品を広告宣伝する目的で取得価額90万円の自
動車（耐用年数5年）を特約店に20万円で譲渡した時は，差額の70万円が繰
延資産とされる。当該自動車の本来の耐用年数の7／。。は3．5年であるから，
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70÷3．5＝20万円ずつ各年償却する時は，全額損金に算入されるが，25万円
償却する時は5万円が損金算入を否認される。
　2．受贈側の課税所得の計算
　特約店等の坂売業者が，製造業者等から，（ア）その製品等の広告宣伝の用に供
する資産の交付を受げた場合，け）その資産の製造業者達の取得価額に比し低い
価額で譲渡を受けた場合，および（ウ）その資産を取得することを条件として金銭
の交付を受け，その交付の目的となった資産を取得した場合においては，個別
通達r昭37直審（法）55』（昭41直審（法）25により改正）により，次のよ
うに敢扱われる。
a．非課税の場合……交付を受げた資産が，次の各号に掲げる資産のように，
　その種類，用途，構造，デザイソ等からみて，主として製造業老達の広告の
　用に供するためのものであることが明らかな場合には，交付を受けることに
　よる経済的利益はないものと推定し，非課税とする。この場合には，交付を
　受げた資産に1円の帳簿価額を付する。
　（ア）広告宣伝用の看板，ネオソサイソ，およびどん帳
　（イ）もっぱら広告宣伝の用に供されるような構造になっている宣伝用の自動
　　車
　（ク）器具または備品である陳列だなおよび陳列ケースおよび容器で，製造業
　　者等の製品名または杜名の広告宣伝を目的とLていることが明らかなもの・
b．課税される場合（1）……交付を受けた資産が，次の各号に掲げる資産のよう
　に，その種類，用途，構造，デザイソ等からみて主としてその交付を受けた
　販売業者の便益に供されるために交付されたと認められる場合には，交付を
　受けたことによる経済的利益の額は，交付を受けた日の属する事業年度の所
　得の計算上益金に算入する。
　　この場合において，販売業老がこれらの資産の取得のために支出した金額
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済的利益額として課税の対象とす乱
　ω　普通の貨物自動車または乗用自動章，自動三輸車，自動二輸車，自転車
　　で，その車体の大部分に統一的な一定の色彩を塗装して，これに費用を負
　　担した法人の製品名または杜名を表示しているもの。ただし，相当の期間
　　その色彩の塗装替えまたは譲渡をすることができないこととされているも
　　のに隈る。一
　（イ）店舗用建物の主要部分の増改築を伴わない建物の一部を構成する陳列だ
　　なおよび陳列ケースで，特約店等の店舗を一定の規格に改装しまたは一定
　　の色彩に統一すること等によりその費用を負担した法人の製品名または杜
　　名の広告宣伝を目的としていることが明らかなもの。ただし，相当の期間，
　　その色彩の塗装替えまたは構造の変更ができないこととされているものに
　　限る。
　（ウ）冷蔵庫で製造業者等の製品名または杜名の広告宣伝を目的としているこ
　　とが明らかたもの
　計算例……たとえば，1の計算例（84頁）における受入れ側の処理を考え
てみると，交付した自動車の製造業者の取得価格は90万円であるから・その
五は60万円となる。従って，受入れ側の経済的利益は，60－20＝40万円
　3
で，40万円が課税対象とたる。
c．課税される場合（2）……交付を受げた資産が製造業老の製品等を総合的に陳
　列するためのいわゆるコーナを穣成するような広告宜伝用の陳列だなおよび
　陳列ケースである場合には，その交付を受げたことによる経済的利益の額は，
　交付を受けた日の属する事業年度の所得の計算上益金に算入する。
　この場合において，交付を受けたことによる経済的利益の額は，販売業者が
これらの資産の取得のために支出した金額が，製造業者等の当該資産の取得
価額と設傭額の合計額から15万円を控除した金額の」L以下の場合の不足額
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とする。ただし，交付を受けた資産が現に設置されているコーナーを拡張する
　1080
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　87
ためのものである時は，15万円を控除しない。
　計算例・一・たとえぱ，自杜製品を広告宣伝する目的で製造業老が取得価額75
万門（備付料とも）のコーナー用陳列だな一組を当特約店に新たに10万円で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2譲渡した時は，取得価額（設備料とも）から15万円を控除した60万円の丁
に相当する40万円から10万円を控除した30万円が・特約店でば課税利益と
される。
